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今週のことば

宿  泊  税
地方自治体が導入する法定外目的税で、ホ

テルや旅館等の宿泊者に課税する。現在９

自治体が導入しているが、観光振興等の財

源として導入を検討する自治体が増加。

 ◆ 今週のこよみ ◆　ご自分の予定を確認して下さい

 ９／３０(月) 大安　７月決算法人の確定申告ほか

 10／　１(火) 赤口　臨時国会召集、石破自民党新総裁を首相に指名

 　　　２(水) 先勝

 　　　３(木) 先負　旧暦９月１日

 　　　４(金) 仏滅　９月の米雇用統計発表

 　　　５(土) 大安　米大統領選投開票まで１ヵ月

 　　　６(日) 赤口

 先週の株と為替

　　　　日経平均株価　  円(対米ﾄﾞﾙ)

 9/23(月) 敬老の日

   24(火) 37,941  △217  144.44 ▼0.82

   25(水) 37,870  ▼ 71  143.89 △0.55

   26(木) 38,926 △1056  145.01 ▼1.12

   27(金) 39,830  △904  143.18 △1.83

１０月から開始される主な制度等(その２)

◎児童手当制度の拡充……＊所得制限の撤廃、＊支

給期間を高校生年代（１８歳到達後の最初の３月３１

日まで）まで延長、＊第３子以降の支給額を月３万

円に増額、などが実施されます。なお、拡充の対象

者のうち、これまで所得上限超過により児童手当・

特例給付を受給していない方や、高校生年代の子の

みを養育している方などは受給するための申請を行

う必要があります。

◎郵便料金の改定……定形郵便、定形外郵便、通常

はがき、レターパック、速達など多くの郵便料金が

引上げられます。例えば、定形郵便では２５ｇ以下の

区分が廃止となり、５０ｇ以下は１１０円です。なお、

旧料額の通常はがきやレターパックは、新料金との

差額分の郵便切手を貼ることで利用できます。

◎火災保険料の改定と水災料率の細分化……損害保

険各社は火災保険料を改定し、全国平均で１割ほど

引上げます。また、これまで全国一律であった水災

補償に対する保険料について、市区町村単位で水災

リスクに応じた５段階の料率に細分化します。本年

１０月以降保険始期の契約が対象です。

◎後発医薬品がある先発医薬品の選定療養……後発

医薬品(ジェネリック医薬品）がある場合でも、医療

上特段の理由なく先発医薬品の処方を希望する方は、

先発医薬品と後発医薬品の価格差の１/４相当を「特

別の料金」として支払う仕組みが導入されます。

◎新型コロナワクチンの「定期接種」開始……６５

歳以上及び６０～６４歳で一定の疾患を有する方を対

象として、新型コロナワクチンの定期接種が始まり

ます（各市町村が令和７年３月までの間に設定する

期間内）。

■この記事の詳細は､情報ＢＯＸ２０１５３７

平均給与は４６０万円で３年連続増加

　国税庁の「令和５年分民間給与実態統計調査」

によると、１年通して勤務した給与所得者５０７６

万人（男性２８８７万人、女性２１８９万人、平均年

齢４７.０歳、平均勤続年数１２.５年）の平均給与は

前年比０.４％増の４６０万円（男性５６９万円、女性

３１６万円）となり、３年連続で増加しました。

　給与階級別分布をみると、４００万円以下の給与

所得者が合計２５７１万人（構成比５０.７％）で約

半数を占めており、男性では４００万円超５００万円

以下の５０４万人（同１７.５％）、女性では１００万

円超２００万円以下の４４９万人（同２０.５％）が最

も多くなっています。なお、１千万円超の給与所

得者は２７９万人（同５.５％）でした。

★☆★ １０月のチェックポイント ★☆★

※ 令和６年度地域別最低賃金が順次発効されます

ので、改定額と発効日を必ず確認します。

※ 従業員（厚生年金の被保険者）が常時５１人以上

の事業所で働く一定の短時間労働者は、社会保

険の適用対象となります。

※ ７月に提出した健保・厚年の「算定基礎届」に

基づく新標準報酬月額で、原則１０月に支給する

給与から徴収を開始します。

※ １０月からの郵便料金を確認し、必要な場合は差

額切手を準備しておきます。

　　　情報ＢＯＸ番号が付いている記事の詳細情報は下記

　　　 の手順で取り出すことができます。【無料】

　　　 ①03-3940-6000へＴＥＬ(プッシュ回線)。

　　　 ②記事下のＢＯＸ番号を入力し＃。

　　　 ③取り出し先のＦＡＸ番号を入力し＃。

　　　 ※アナウンスのガイドに添って入力して下さい。
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情報ＢＯＸコード２０１５３７                     ２０２４． ９．３０ 

令和 6 年 10 月から開始される主な制度等（その 2） 

◆児童手当制度の拡充 

 令和 6 年 10 月から児童手当制度が改正され、次のように拡充されます。 

①所得制限が撤廃され、所得にかかわらず全額支給されます。 

②支給期間が高校生年代まで（18 歳到達後の最初の 3 月 31 日まで）延長されます。 

③第 3 子以降の支給額を 3 万円に増額します。 

④第 3 子以降の算定に含める対象を大学生年代まで（22 歳到達後の最初の 3 月 31 日まで）延長

します。 

⑤支給回数を年 6 回（偶数月）に変更します。 

※拡充の対象者のうち、＊所得上限超過により児童手当・特例給付を受給してない方、＊高校生年

代の子のみを養育している方、＊児童と大学生年代の兄姉等を含むと子が 3 人以上いる方などは、

市区町村で申請を行う必要があります。 

◆郵便料金の改定 

 定形郵便、定形外郵便、通常はがき、レターパック、速達などの郵便料金が引上げられます。 

 定形郵便物は 25g 以下が 84 円、25g 超 50g 以下が 94 円でしたが、重量区分が 50g 以下の

1 区分に統合され 110 円となります。また、通常はがきは 63 円→85 円となるなど 30％程度の

改定率が基本となりますが、50g 以下の定形外郵便物（規格内）や特定封筒郵便物（レターパッ

ク及びスマートレター）、速達については 15％程度の改定率となっています。 

 なお、旧料額の通常はがき・レターパック封筒は、新料金との差額分の郵便切手を貼ることで引

き続き利用できます。 

◆火災保険料の改定等 

 令和 6 年 10 月 1 日以降を保険始期日とする契約を対象に次の改定が行われます。 

◎火災保険料の改定 

 近年の自然災害が毎年発生している状況に加えて、住宅老朽化の進展や修理費の高騰などにより

保険金の支払いが増加している傾向を踏まえ、損害保険料率算出機構は「参考純率」を全国平均で

13％引上げる改定をしました。これを受けて、損害保険各社は火災保険料の改定を行います。 

 なお、保険料の改定幅は地域や建物の建築年月、構造等によって異なります。 

◎水災料率の細分化 

 これまで水災補償に対する保険料は全国一律でしたが、市区町村単位で水災リスクに応じた５区

分（保険料の安い「1 等地」から保険料の高い「5 等地」まで）に細分化した保険料を設定します。 

◆後発医薬品がある先発医薬品の選定療養 

 医療上特段の理由なく患者が後発医薬品ではなく、後発医薬品のある先発医薬品を希望した場合

に、先発医薬品と後発医薬品の薬価の差額の 4 分の 1 相当を「特別の料金」として医療保険の患

者負担と合わせて支払う仕組みが導入されます。 

 これは「長期収載品」と呼ばれる同じ成分の後発医薬品がある先発医薬品が対象となり、使用感

や味など薬の有効性に関係のない理由で長期収載品を希望する場合に特別の料金を負担します。 

※医療上必要があると認められる場合などは特別の料金の負担はありません。 

◆新型コロナワクチンの「定期接種」 

 全額公費による特例臨時接種は令和 5 年度末で終了したため、予防接種法に基づく定期接種とし

て、65 歳以上の方及び 60～64 歳で一定の疾患を有する方を対象に、令和６年 10 月１日ら令和

７年３月 31 日までの間で各市町村が設定する期間内に定期接種を受けることが可能です。 

 なお、ワクチン接種の自己負担額は自治体によって異なります。 

◆スマート農業技術活用促進法の施行 

 農業者の減少等に対応して、農業の生産性の向上を図るため、「スマート農業技術の活用及びこ

れと併せて行う農産物の新たな生産の方式の導入に関する計画（生産方式革新実施計画）」と「ス

マート農業技術等の開発及びその成果の普及に関する計画（開発供給実施計画）」の 2 つの認定制

度を設けて、認定を受けた農業者や事業者は金融等の支援措置を受けることができます。 

◆車検時の「OBD 検査」の追加 

 自動ブレーキ等の先進安全技術の機能維持を図るため、令和 3 年 10 月（輸入車は令和 4 年 10

月）以降の新型車を対象に、車検の検査項目に「電子装置の検査（OBD 検査）」が追加されます。 

※輸入車は令和 7 年 10 月から「OBD 検査」を追加。 


